
� �第2節 � 未来につながる変革と持続可能で豊かな社会を目指して
少子高齢化・人口減少が進展する中、未来につながる変革と持続可能で豊かな社会の実現に向け

て、担い手不足を補う労働力の確保や生産性の向上、出生率の向上に向けた就業・子育て環境の改
善、賑わいの創出や関係人口の創出・拡大による地域の持続性確保が求められる。

ここでは、我が国における労働生産性、出生率、高齢化の現状を踏まえ、政府の施策と国土交通分
野における動き、今後の社会課題解決への期待について記述する。

海外と比較した我が国の現状
（１）労働生産性の動向

我が国の労働生産性は、先進国と比較すると相対的に低いとの指摘がある。例えば、公益財団法人
日本生産性本部が発表した「労働生産性の国際比較2023」によると、我が国の就業者一人当たり労
働生産性は、OECD加盟国38か国中31位、時間当たり労働生産性は30位と、1970年以降、最も
低い順位に落ち込み、主要先進７か国では最下位となっている。

生産年齢人口の減少による労働力不足が懸念される中、就業者一人当たり・時間当たり労働生産性
を高めていくことが重要である。
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（注）1　単位は、購買力平価（PPP）換算 US ドル。
（注）2　GDP は、購買力平価（PPP）により US ドル換算。
（注）3　労働生産性は、GDP（付加価値）/ 就業者（又は就業者×労働時間）として計測。
資料）（公財）日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2023」
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（２）出生率の動向
我が国の出生率は、諸外国と比較すると現在は低い水準にあり、1960年には2.0程度あった出生

率も、1990年代以降は1.5を下回る水準となっている。
出生率が低下している諸外国の中には、家族手当等の経済的支援のみならず、保育や育児休業制度

の充実、出産・子育てと就労に関して幅広い選択ができるような環境整備等の施策を推進する動きも
みられる。我が国においても出生率の向上に向けた取組みの推進が必要である。

çਤදᶗ�1�2�2ç　ॾ֎ࠃͷ߹ܭಛघग़ੜ཰ͷಈ͖（Ԥถ）

資料）内閣府「令和４年版少子化社会対策白書」

（３）高齢化率の動向
高齢化率の推移について、欧米の先進諸国と比較すると、我が国の高齢化率は1980年代までは低

い水準であったが、急速な高齢化により2005年以降は最も高い水準となっている。
少子化が進む我が国において、今後も高齢化率の上昇は続くと予想されており、高齢社会への対応

がより一層求められる。
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資料）内閣府「令和５年版高齢社会白書」
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政府の施策と国土交通分野における動き

注 1　೥ؒग़ੜऀ਺ͷਪҠΛݟΔとɺ2000 ೥୅ʹೖΔまͰ͸ 120ສਓఔ౓ͰਪҠ͠てい͕ͨɺͦͷٸޙ଎ʹݮগ͠て͓りɺ
গͨ͠ੈ୅͕ݮ 30୅Λܴ͑Δ 2030 ೥୅ʹೖΔとए೥ਓޱ͸͢ݮٸΔ͜と͕ࠐݟまΕΔ（ग़యɿʮ͜Ͳもະདྷઓུʯ
（2023೥ 12݄ 22೔ֳܾٞఆ））ɻ

（１）政府の施策
①新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画

急速な少子高齢化が進行する中では、国内市場の縮小や、労働市場と企業組織の硬直化等、日本経
済の様々な構造問題を背景とする、人への投資や設備投資の遅れといった課題に取り組む必要があ
る。「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」を目指す「新しい資本主義のグラン
ドデザイン及び実行計画2023改訂版」（2023年５月）では、イノベーションは、多くの社会的課題
解決の可能性を秘めるとともに、新時代の競争力の源泉ともなり得ることから、新たな官民連携によ
りイノベーションを大胆に推進し、コストカットによる競争からマークアップの確保を通じた付加価
値の創造へ大胆に変革していくこととしている。

②こども未来戦略
我が国の若年人口は、2030年代に入ると、現在の倍速で急減することが予想され、少子化はもは

や歯止めの利かない状況となる注1ことが予測される中、次元の異なる少子化対策の実現に向けた「こ
ども未来戦略」（2023年12月）では、すべての子ども・子育て世帯を対象にライフステージ全体を
俯瞰し、切れ目のない子育て支援の充実を図るとともに、男女が共に働き、共に子育てする共働き・
共育てを推進していくための総合的な対策を推進することとしている。また、子どもや子育て世帯が
安心・快適に日常生活を送ることができるようにするため、子どもや子育て世帯の目線に立ち、子ど
ものための近隣地域の生活空間を形成する「こどもまんなかまちづくり」を加速化していくとしてい
る。

③国土強靭化基本計画及び国土形成計画
少子高齢化の影響により、従来に比べて様々な活動が弱まる地方都市や中山間地域では、時代の変

化に適応しながら、地域力を高め、それを発揮していくことが求められる。「国土強靱化基本計画」
（2023年７月）では、国土強靱化のための投資は、災害を防ぐだけでなく、新しい生活スタイルや
地域の魅力の創出にも貢献するとしており、経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギー等ライフ
ラインの強靱化や、地域における防災力の一層の強化等を推進していくこととしている。

また、本計画は、新時代に地域力をつなぐ国土を目指す「第三次国土形成計画（全国計画）」（2023
年７月）等と一体として取組みを強化することとしており、同計画では、地域公共交通や買い物等の
暮らしに必要なサービスが持続的に提供される地域生活圏を形成し、地域課題の解決を図るととも
に、地域資源を活かしながら地域の魅力向上を図り、地方への人の流れの創出・拡大につなげること
としている。また、自然災害から国民の命と暮らしを守る安全・安心な国土づくりに向け、事前防
災、事前復興の観点からの地域づくりを推進するとともに、デジタル技術を活用した地域防災力の向
上等を図ることとしている。
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（２）国土交通分野における動き
（生産性の向上に資するイノベーションの創出）

スタートアップの先進的な技術やアイデアによって創出されたイノベーションは、社会課題を解決
していくとともに、市場に新たな刺激を与えることで、市場の活性化や既存企業の生産性の向上を促
すことが期待される。

防災分野では、自然災害によって住まいを失った被災者に、テントシートを活用した住空間を短時
間で提供することにより、被災現場における社会課題を解決する取組みがみられる。

ίϥϜ
被災地における短時間での住空間の提供（᷂ -*'6--�"SDIJ5FDI）

Column
我が国の自然災害が激甚化・頻発化する中で、被災

地では、被災者の住まいを確保するため、仮設住宅の
建設が必要となる場合がある。建設用地の確保、建設
資材の確保や運搬、労働力の確保等から、建設される
まで数ヶ月程度を要するのが一般的である。

このような中、㈱LIFULL ArchiTechでは、被災地
に短時間で住空間を提供できる「インスタントハウス」
を開発している。
「インスタントハウス」の設営に重機は不要であり、

設置したい場所に防炎性のテントシートを固定し、送
風機でシートを膨らませ、内側から断熱性のある液状
の硬質発泡ウレタン材を吹き付け、乾燥させるだけで
完成する。仮設住宅の場合、通常、着工から３週間か
ら４週間程度要するが、「インスタントハウス」は１
棟当たりわずか３時間から４時間程度で完成し、施工
したその日から活用できる。

テントシートは、スーツケースに納まる大きさであ
り、小型トラック１台でも60棟分を運搬できるため、
道路復旧が進んでいない被災初期でも被災地への搬入

が可能である。
建築基準法上は工作物の扱いだが、震度６強の地震

にも耐えることができ、風雨、強風、積雪等の外的要
因の影響も受けにくく、災害時には仮設住宅としてだ
けでなく、医療救護室や断熱を要する備蓄倉庫、子ど
もやコミュニティの休憩所等にも活用できる。

2023年２月に発生したトルコ及びシリアにおける
地震では、トルコのアンタキヤ市に被災地支援として

「インスタントハウス」３棟を設置し、復興業務を行
う同市のスタッフや関係者のワークスペース兼宿泊ス
ペースとして活用された。令和６年能登半島地震では、
被災地に25棟が設置され、避難所で子どものケアス
ペース、感染者隔離スペース、支援団体の休憩所等に
活用されている。

同社は、被災地での施工経験を活かし、日常生活で
も災害時でも役立つ、備えない防災「フェーズフリー」
として、日本国内及び世界中の被災地に「インスタン
トハウス」を普及させることを目指している。

ʻΠϯελϯτϋ΢εͷ޻޻ࢪఔʼ

設置䛧䛯い場所に䝗ーム
ᆺの生地をᅛᐃ䛧、✵Ẽを
入䜜て生地を大䛝く⭾䜙䜎
䛫䜎䛩䚹

⭾䜙䜎䛫䛯生地の中に入
䜚、内ഃ䛛䜙᩿⇕ᛶの䛒䜛
䜴䝺タンᮦを྿䛝付䛡䜎䛩䚹

⭾䜙䜎䛫䜛 ྿䛝付䛡䜛 ᏶成

䛧䜀䜙く஝⇱䛥䛫、生地と
྿䛝付䛡䛯䜴䝺タンᮦ䛜ᐃ
╔䛩䜛と᏶成䛷䛩䚹

資料）㈱ LIFULL ArchiTech
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（共働き・共育ての推進）
共働き・共育てを定着させていく第一歩として、男性の育児休業取得を促進することが重要である。
民間の取組みには、子育てにおける父親の重要性を学ぶセミナーや、育児休業の取得に向けた準備

を語り合う座談会の開催等により、男性の育児休業取得率の向上を図っていくものがみられる。

ίϥϜ
男性の育児休業取得に向けた支援（େ੒ݐઃ᷂）

Column
建設業は、ほかの産業と比べて、男性の育児休業取

得率が低いとされている。原因の一つに、建設業界は
担い手不足ということもあり、資格があっても育児休
業を取得しづらい労働環境になっていることが挙げら
れる。しかし、建設業界の人材の確保や働き方改革を
進めていくためには、男性の育児休業取得率の向上は、
解決すべき課題の一つである。

総合建設業を営む大成建設㈱は、育児支援に関す
るセミナーの開催や柔軟な働き方の促進等により、
2023年度時点で５年連続育児休業取得率100％を達
成している。また、2021年度の男性の育児休業平均
取得日数は、17.3日（対象者259名）を記録するなど、
年々育児休業取得日数も増加している。

特徴的な取組みとして「パートナーと考える両立支
援セミナー」では、仕事と生活の両立のためには、配
偶者の理解と協力が不可欠であるとの意識の下、家庭
での家事分担やワーク・ライフ・バランスのあり方を
考える機会が設けられており、家庭での協力体制づく

りを支援することを目的としている。
そのほかにも、同社では、男性への育児支援として

「父親セミナー」を実施している。「父親セミナー」で
は、子育てにおける父性の重要性を学ぶことを目的と
して、子育てに悩む父親同士の意見交換を行っている。
また、新たに子供が生まれる男性社員には「パパの育
児と仕事　両立サポートＢＯＯＫ」を配付しており、
育児休業取得に向けた準備、同社の制度、育児休業中
の過ごし方等を提案している。さらに、生後8週間以
内に最大28日まで有給化が可能な「出生時育児休業」
や、より柔軟な働き方が可能になり継続的な男性の育
児支援につながる「両立支援フレックスタイム制度」
等の支援を充実させている。

このように、同社では、社員の働く環境を整備する
ことにより、人材確保や継続就業につなげようと努め
ており、このような取組みが建設業界全体に浸透する
ことで、魅力が高まり、人材の確保につながると期待
されている。

ʻ෕਌ηϛφʔʼ ʻύύͷҭࣇとࣄ࢓　ཱ྆αϙʔτ#00,ʼ

資料）大成建設㈱
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なお、男性の育児休業取得率の高い諸外国では、男性だけに割り当てられた育児休業期間や、日本
に比べて高い育児休業給付割合といった特徴的な育児休業制度が設けられている。

ίϥϜ
男性の育児休業の取得を促す「パパ・クオータ」（ϊϧ΢Σʔ）

Column
ノルウェーでは、育児休業に対する考え方が「女性

のためのもの」から、ジェンダー平等を図る目的で「男
性女性のいずれが取得するかを選択できるもの」へと
変化してきたことを背景に、1993年に世界で初めて
育児休業の一定期間を男性に割り当てる「パパ・クオー
タ」を導入している。
「パパ・クオータ」の導入により、男性による育児

休業の取得が促され、制度導入前は４％程度であった
男性の育児休業取得率が、2010年～ 2018年の平均
では90％まで上昇している。「パパ・クオータ」の日
数は、選択する育児休業期間（49週間又は59週間）
によって異なり、子どもが３歳になるまで分割して取

得することができる。男性が取得しなければ権利は消
滅してしまうものの、2019年12月と2020年3月に
生まれた子どもの父親は、平均して「パパ・クオータ」
とほぼ同じ日数（15週間又は19週間）の育児休業を
取得している。

また、育児休業給付割合は、国民保険の基礎給付
（2022年では約80万円）の６倍を上限として、49
週間の場合は休業前収入の100％、59週間の場合は
80％が給付されており、同国の家族政策は、仕事と家
庭の両立を支援することで、男性と女性の労働市場へ
の参加を促進している。

ʻஉঁผҭۀٳࣇऔಘՄೳؒظʼ
⫱ඣఇ業期㛫

男ᛶ
（パパ・クオータ）

男ዪ䛹䛱䜙䛷も

㻠㻥㐌㛫 㻝㻡㐌㛫 㻝㻤㐌㛫
出産๓㻟㐌㛫
出産ᚋ㻢㐌㛫
産๓産ᚋ䛹䛱䜙䛷もྲྀᚓྍ⬟䛺㻥㐌㛫

㻝㻢㐌㛫

㻡㻥㐌㛫 㻝㻥㐌㛫 㻞㻞㐌㛫
出産๓㻟㐌㛫
出産ᚋ㻢㐌㛫
産๓産ᚋ䛹䛱䜙䛷もྲྀᚓྍ⬟䛺㻝㻟㐌㛫

㻝㻤㐌㛫

ዪᛶ

（注）ノルウェー労働福祉局（NAV）へのヒアリング調査（2024 年 5 月）に基づく。
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（子ども・子育てにやさしい社会づくり）
子ども・子育てにやさしい社会づくりに向け、子どもや子育て世帯の目線に立ち、子どものための

近隣地域の生活空間を形成することが重要である。子どもの遊び場の確保、親同士や地域住民との交
流の機会を創出する空間づくり等により、子どもや子育て世帯の安心・快適な日常生活につながるこ
とが期待される。

諸外国では、子どもの視点を取り入れたまちづくりや、子育て世帯が設計段階から関わる住まいづ
くりに取り組む動きがみられる。　

ίϥϜ
子ども目線のまちづくり教育プログラム（ε΢ΣʔσϯɾϚϧϝࢢ）

Column
スウェーデン南部のマルメ市は、子育てにとって良

好な環境づくりを進めており、同市のまちづくりのプ
ロセスでは、大人の視点だけでなく、子どもの視点も
重視されている。同市の学内の課外活動では、主に小
学３年から５年までの子どもたちを対象に、まちづく
りへの参画を促す教育プログラムが実践されている。
この教育プログラムは「Min Plats」（マイプレイス）
といい、子どもたちが普段訪れる場所、避けている場
所について、子どもたちは教師や課外活動の指導員と
共に現地調査を行い、発見した問題点や課題、具体的
な解決策等を調査結果としてまとめるプログラムであ
る。

このプログラムの特長としては、子どもたちからマ
ルメ市に対し、問題点や課題が報告されると、同市は
調査をした上で、緊急度合いに応じた対応を行い、更
に具体的な解決策の提案がなされると、ほかの提案書
と同様に、同市の電子サービス上に一般公開されると
いうものである。もし一定期間内に100人以上からの
支持を得られれば、その提案書は所管の各委員会の会

議に回付され議題となる。
このプログラムは、市内の複数の学校で実践されて

おり、Klagshamn（クラグシャムン）校の小学１年
の子どもたちは、実際に、このプログラムを通じ、ま
ちづくりのプロセスに参画し、良好な環境づくりに貢
献している。同市に対し、「子どもを送迎する保護者
の不適切な駐車が、危険な交通状況を生み出す」こと
を報告したのに加え、高学年向けの遊び場が不足して
いるという調査結果に基づき、「高学年向けの新しい
遊び場の整備」に関する提案書を同市に提出した。こ
の提案書については、その後、遊び場を管理する同市
の技術委員会の会議で取り上げられることとなった。
同委員会では、既存の遊び場の更新計画を見直すとと
もに、数年以内に予定している駅前公園の改修につい
て、地域の子どもたちと対話する機会を設けたいとの
意思を表明している。

同市では、現在、このプログラムを通じた子どもが
参画するまちづくりの定着と、このプログラムの利用
促進に取り組んでいる。

ʻௐࠪ৔ॴΛબఆ͢ΔάϧʔϓϫʔΫʼ ʻࢠͲも͕ͨͪ࡞੒ͨ͠ಓ࿏ঢ়گͷ໛ܕʼ

地図を用いて、好きな場所、嫌いな場所、避けている場所に
ついて話し合い、調査場所を選定する。

危険な交通状況を発信するために作成し、学校や市庁舎に展
示された。

資料） City of Malmö
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ίϥϜ
子どもにやさしいコーポラティブハウス（ӳࠃɾέϯϒϦοδࢢ）

Column
英国のケンブリッジ市には、子どもにやさしいコー

ポラティブハウス注1（42世帯）が建設されている。こ
のコーポラティブハウスは、子ども時代に経験した外
遊びを自分たちの子どもにも経験させたいと考えてい
た入居者たちが設計段階から関わっており、子どもの
外遊びに配慮した設計となっている。

コーポラティブハウスの駐車場は、敷地内の１か所
に集約され、敷地内を貫く小道は、自動車の通行を禁
止することで、子どもの安全な遊び場として利用され
るだけでなく、住民同士の交流ができる共有スペース
としての役割も果たしている。敷地内には塀やフェン

注 1　ίʔϙϥςΟϒと͸ɺڠಉͷɺ૊߹ͷɺというҙຯͰɺίʔϙϥςΟϒϋ΢ε͸ɺॅ୐ͷߪೖΛر๬͢Δਓ
͓ʹձࣾྸߴ౔ަ௨লʮࠃग़యɿ）͢ࢦてΔํࣜΛݐͰॅ୐ΛܭಉͰࣗ༝なઃڞઃ૊߹Λ݁੒͠てݐ͕ͪͨ
͚Δ࣋ଓՄೳな஍Ҭͮくりʹؔ͢Δௐࠪʯ（ฏ੒ 18೥݄̏））ɻ

ス等がなく、自由に歩き回ることができるため、幼い
子どもの自立を促す設計となっている。

また、住民たちは、子どもの成長や興味の変化に応
じた屋外の空間づくりが重要であると考えており、子
どもたちは、敷地内にガーデニング専用エリアや多目
的スペースを新たに設けるなど、自ら共有スペースを
形作っている。2021年時点で、このコーポラティブ
ハウスには約30人の子どもが住んでいる。

ほかの地方公共団体やデベロッパーは、多世代向け
住宅や高齢者向け住宅の開発に取り組む一方で、子ど
もにも配慮したアプローチを検討している。

ʻෑ஍಺ͷ༡ͼ৔ɾܜいͷ৔ʼ

資料）David Butler

（子ども等の意見の反映）
2023年４月に施行されたこども基本法（令和４年法律第77号）は、子どもの視点に立った子ど

も施策が具体的に展開されていくよう、国や地方公共団体が、施策の対象となる子どもや子育て当事
者の意見を幅広く聴取して施策に反映させるために必要な措置を講ずることを規定している（第11
条）。その措置の内容、意見の聴取方法や施策への反映は、個々の施策の目的に応じて、適切に行わ
れることが重要である。
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ΠϯλϏϡʔ
子ども・若者の声を聞くことを社会のスタンダードに
ʙ/10๏ਓわ͔もͷͷまͪ　୅දཧࣄ　౔ං�५໵ࢯʙ

Interview
子ども・子育てにやさしい社会の実現には、子どもや

子育て当事者の視点に立った取組みが肝要である。こど
も家庭庁のこども家庭審議会の有識者委員であり、子ど
も・若者参画のまちづくりがご専門の土肥氏に、子育て
環境の整備や子どもの生活空間の形成等における課題、
こどもまんなか社会に向けた展望について、お話を伺った。

●子どもの声を聞く取組みが人口減少対策に
令和５年４月に施行された「こども基本法」には、子

ども・子育て当事者の意見を聞く義務規定が設けられた
（第11条）。これは大きな政策転換の表れともいえる。
子どもや子育て当事者を、これまでは支援対象とみて、
必ずしも「主体」とはとらえてこなかったが、今後は、
子ども・子育て当事者を「主体」として考えていくことが、
国や自治体に求められてくる。

子どもたちが自己実現と自己効力感、すなわち、自分
達の声が届いて、まちが住みやすくなっていく手応えが
感じられるかが、今後住み続けるかどうかと密接に絡ん
でいく。人口減少が進んでいる自治体の方が、より真剣
に子どもたちの声を聞いている。人口減少対策としても、
子どもの声を聞く取組みが重要になっていくと考える。

●子ども・若者の声を聞く取組みを
従来からある各自治体の児童館でも、子どもの声を聞

く取組みを増やしていった方がいいのではないか。一つ
は、子どもたちの声を聞いて、どういう児童館にしてい
くかという取組みで、関係者の意識改革も必要である。
もう一つは、児童館で周辺地域の課題についても考えて
いく取組みである。地方の中高生の最大の関心事はイン
フラ問題であり、地方に行くほど、電車が1 ～ 2時間に
1本とか、自転車で悪路を走らないといけない。児童館
について考える中で、こういう声を行政に伝えていくこ
とも重要である。行政に予算がなければ、子どもたちも
一緒に道路を整備していく主体になり得、「自分たちの
通学路だから自分たちできれいにしよう」という行動に
つながっていく。

注 1　ʮࢠͲもͷࢀՃͷ͸͠͝ϞσϧʯɿχϡʔϤʔΫཱࢢେֶڥ؀৺ཧֶٴͼൃୡ৺ཧֶͷڭतͰあΔϩδϟʔɾϋʔ
τ͕ࢯஶॻʮࢠͲもͷࢀըʯ಺Ͱఏএ͢ΔϞσϧɻࢠͲもͷࣾձࢀըͷ༷ʑなܗଶΛ̔ͭͷஈ֊Ͱࣔ͢ɻ͸͠͝
ͷ্ஈʹߦく΄ͲɺࢠͲも͕ओମతʹؔわΔఔ౓͕େ͖いɻ

注 2　͜ͲもՈఉ৹ٞձͷ౴ਃΛड͚てֳܾٞఆ͞Εͨɺ͢΂てͷࢠͲも͕҆全Ͱ҆৺͠てաͤ͝Δଟくͷډ৔ॴΛ࣋
ͪな͕Βɺকདྷʹわͨͬてͤ޾なঢ়ଶͰ੒௕͠ɺࣾձͰ׆༂͠てい͚ΔΑうɺ͜ͲもՈఉி౳͕ʮ͜ͲもまΜな
͔ʯͷډ৔ॴͮくりΛޙԡ͢͠ΔͨΊͷํ਑ͰあΔɻ

山形県遊
ゆ

佐
ざ

町
まち

は、「少年議会」の開催を2003年から
続けており、子ども・若者の声をまちづくりに反映して
いる。例えば、電車が1時間に1本しかなく、1本乗り
遅れると授業に間に合わないということで、「少年議会」
として、JRに対し、運行ダイヤの組替えを求める提言書
を出して実現したとか、遊佐町独自で通学タクシー条例
を作ったこと等、子ども・若者の声が国土交通施策に影
響を与えた事例がある。

なお、2018年に実施した「子ども議会・若者議会自
治体調査」の結果では、全体の約６割の自治体が、子ど
も議会・若者議会に「現在取り組んでいる」、若しくは「取
り組んでいた」経験があった。ただし、「参加のはしご」注1

で言えば、まだ非参画段階のものが多いという印象だっ
た。形だけのパブリックコメント、タウンミーティング
を実施し、意見を聞きましたとするのか、子ども・若者
の主体的な参加を得て意見を聞こうとするのか、大人の
側の姿勢が問われる。

こども基本法に則って、子ども・若者の声を聞く取組み
を、国土交通省でも積極的に推進すると良いのではないか。

●交通弱者の子どもたちに居場所を届ける
子どもが生きていく上で、居場所があることは不可欠

だが、広く点在する住宅地の中に、子どもの遊び場や公
園を整備することが難しくなっている。子どもたちは交
通弱者であることに留意すべきで、居場所の確保ととも
に、移動方法も含めたまちづくりでなければ、居場所に
アクセスできない子どもが出てくる。

例えば、ドイツでは「プレイカー」という移動型の遊
び場が広がっている。ハード整備よりも、遊び道具を公
園や道路に運んでいく方が、より平等・公平に届けられ
るという発想である。日本にも広がりつつあるが、こう
した出張型・出前型の居場所も考えられる。

●子どもの居場所は子どもたちが決める
子どもの居場所は、押しつけにならないことが重要で

ある。「こどもの居場所づくりに関する指針」注2にもある
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ように、「ここが居場所だ」というのは、子ども自身で
決めること。また、オンラインの居場所も、対面で意見
を言いづらい子どもが、匿名だから言えることもあり、
重要な場といえる。

人口減少、税収減の社会では、居場所づくりも含め、
まちづくりには「自治」の視点が必要である。これは民
間も含め、あらゆるアクター（まちづくりの主体）にい
える点である。私が運営している焼津の私設図書館「さ
んかく」注3も、自分たちのパブリックスペースをつくる
ために、お金も時間も自分たちで出し合っている。ボラ
ンティアで店番に入り、みんなでみんなの場所をつくっ
ている。

今までは、まちづくりがうまくいかないというと、「役
所がいけない」といった話になることがみられたが、そ
うではなく、市民参加や自治の意識が低いからダメだと
いう認識を持つ時代になってきている。今や地域課題は、
民間企業も含め、住民の主体的参加や当事者意識の下、
民間主体で解決する時代である。そこには、多様な主体
が連携することの難しさもあるが、アクターの多様な考
え方や価値観をうまくつなぎ合わせることが重要である。

●公共スペースを民間利用で子どもの居場所、地域コ
ミュニティの場に
子どもの居場所を整備するに当たり自治体独自で予算

を持てない場合、どの地域も活用されていない公共施設・
空間があると思うが、例えば、公共施設の統廃合の議
論の中で、民間利用かつ低コストによる、子どもの居場
所づくりや地域コミュニティの場づくりも検討されて良
い。INBase（中高生のためのフリースペース、岡山県
備前市）の例では、旧駅舎という公共施設の民主導の活
用という意味で、ほかの自治体の参考になる。

●子育て世代にはつながりの実感が得られる小さな居場
所や地域コミュニティも必要
子育て支援施策の中で、育休や見守りは、ソフトとい

うよりハードに近いと考えている。よりソフトな部分で
子育て世代が求めているのは、もう少し手触りが感じら
れる支援である。焼津の「さんかく」（私設図書館）でも、
結婚を機に知らない土地に来た子育て世代の人が、友達
も知り合いもいないため、孤独に子育てをしなければい
けない中で、「さんかく」に来たことで様々な人とつな
がり、子育てしやすくなったという話がある。なかなか
目に見えにくい支援やコミュニティをどのように提供し
ていくかも重要であり、制度的な仕組みづくりと同時に、
コミュニティの場づくりの検討も必要である。

●子ども・若者の声を聞いているかが一つの指標
こどもまんなか社会の実現に向けた将来展望としては、

子ども・若者の声を聞くことが社会のスタンダードとな
り、きちんと聞いているかが一つの指標となれば良い。

今の子どもたちは30 ～ 40年後、経営層の年齢にな
る。民間企業では、18歳未満のCFO（Chief Future 
Officer: 最高未来責任者）と共に会社の未来をつくる取
組みを進めている例もみられる。

●人口増加している自治体でも住民の声を聞く
人口減少地域だけでなく、人口が増加している自治体

でも、移り住んだ人の住民参加や満足度を高める施策を
併せて進めていく必要がある。

手厚い子育て支援施策で人口が増加している地域で
も、そこに住んでいる子どもたちや新住民の満足度が低
いという話を聞く。外向けのPR施策とともに、住民の
声を聞く施策もバランスよく、移り住んできた人の声や
子どもの声を聞きながら、まちづくりをしていくことが
重要である。

注 3　ʮΈΜなͷਤॻؗ�͞Μ͔くʯ੩Ԭݝম௡ࢢম௡Ӻલ௨り঎ళ֗ʹ։ઃͨ͠ࢲઃਤॻؗ
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（物流の効率化による生活利便性の維持）
サービス産業の撤退により買い物困難者が発生する地域では、地域に応じた買い物支援に取り組む

ことにより、生活利便性の維持が期待される。例えば、小売事業者の中には、サプライチェーン全体
での物流の効率化により、人口規模が小さい地域においても店舗出店を継続するものもある。

ίϥϜ
人口規模が小さい地域への店舗出店（ηίϚάϧʔϓ）

Column
セコマグループは、北海道を中心にコンビニエンスス

トアチェーン「セイコーマート」を展開しており、茨城
県・埼玉県にも店舗を持つ。また、道内最大の店舗数（約
1,100店舗）を誇っている。同グループが拠点を置く北
海道は、人口減少・高齢化が全国平均より早く進んでお
り、「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

（過疎法）」（令和3年法律第19号）注1に基づき、道内の
152市町村が過疎地域に指定されている（2023年４月
１日時点）。このような地域では、住民の暮らしを支え
る生活サービス機能の低下が懸念されていた。特に、商
店の閉鎖等により無店舗地域が発生し、生活必需品の日
常的な購入に不便を感じる買い物困難者が増加している
ことは、道内の人口が少ない地域に共通してみられる課
題であった。

このような課題の中、自治体や地域からの出店要請に
応じ、セイコーマートは人口規模が小さい地域に出店
してきた。人口規模が小さい低収益の地域でも出店を可
能にしている機能の一つが、北海道に特化したサプライ
チェーン及び内部化された物流機能である。同グループ
の事業は、コンビニの枠を越え、原料生産・製造、物流
や情報システム開発、また小売店の運営に関わる様々な
分野に拡大しており、㈱セコマがグループ会社の管理業
務を行うことにより、独自のサプライチェーンモデルを

注 1　աૄ஍Ҭͷ࣋ଓతൃలΛࢧԉ͠ɺਓࡐͷ֬อٴͼҭ੒ɺػ༺ޏձͷ֦ॆɺॅຽ෱ࢱͷ্޲ɺ஍Ҭ֨ࠩͷੋਖ਼ฒͼ
ʹඒ͠く෩֨あΔࠃ౔ͷܗ੒ʹد༩͢Δ͜とΛ໨తと͢Δɻਓޱͷஶ͠いݮগʹ൐ͬて஍Ҭࣾձʹ͓͚Δ͕ྗ׆
௿Լ͠ɺੜػ࢈ೳٴͼੜڥ؀׆ͷ੔උ౳͕΄͔ͷ஍Ҭʹൺֱ͠て௿ҐʹあΔ஍ҬΛʮաૄ஍Ҭʯと͠ていΔɻ

構築した。中でも北海道は、町から町への距離が長いこ
とから、物流の効率化が重要であった。そこで、同グルー
プは、物流網の整備に注力し、継続的に多額の投資を行っ
てきた。これにより、道内に13か所の物流施設が配置
された。加えて、自社工場も多く所有しており、物流セ
ンター間の配送後、工場に立ち寄り新たに荷物を積み込
む、という工夫も行っている。このような取組みの結果、
積載効率は約８割を維持している。

このように、同グループの持つ物流網やサプライチェー
ンの強みを活かし、人口規模が小さい地域へ積極的に出
店することにより、セイコーマートをはじめとしたセ
コマグループ小売店の、北海道内での人口カバー率は
99.8％に達した（179市町村のうち175市町村）。サプ
ライチェーン全体で収益を確保することで、人口規模が
小さい低収益の地域への出店を可能にしている。道内で
最も人口が少ない音威子府村においては、開店から20年
経ち、人口が半減した一方で、売上は微増傾向にある。

今後更に人口減少・高齢化が進展すると予測される北
海道で、セコマグループは、地域からの出店要請があれ
ば、物流の効率化による道内全域における小売事業の維
持とグループ製造工場の連携に、引き続き取り組むこと
としている。

ʻηίϚάϧʔϓͷ෺ྲྀ໢と੡଄޻৔ʼ ʻηΠίʔϚʔτళฮ֎؍ʼ

資料）㈱セコマ
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（地域の需要に応じた移動手段の確保）
公共交通の衰退等により移動手段が不十分な地域においては、地域公共交通の再構築を進めるとと

もに、地域の需要に応じて、タクシー、乗合タクシー、自家用有償旅客運送等の移動サービスを提供
することにより、地域の移動手段の確保につながることが期待される。

高齢化が進行する地域では、自家用有償旅客運送によるデマンド交通の導入により、高齢者の移動
手段を確保する取組みがみられる。

ίϥϜ
自家用有償旅客運送の取組み（ౡࠜݝ༢ೆொ）

Column
島根県中部に位置する邑

おお
南
なん

町
ちょう

は、人口約9,700人
の町であり、高齢化率は45.5％と、全国的に見ても
高齢化が急速に進む一方で、若年者比率は減少傾向が
続いている。中でも阿須那地区と口羽地区からなる羽
須美地域は、高齢化率が55％を超えており、人口減
少が大幅に進んでいる。そのような同地域では、少子
高齢化・人口減少の進展による利用者の減少を受けて、
住民の交通を支えてきたJR三江線が2018年３月に廃
止された。これを受け、同年４月に町営のバス路線が
新設されたものの、人口減で利用者を確保できず、事
業継続が困難となり、2020年３月に廃止された。また、
同地域にはタクシー事業者がおらず、高齢者の買い物
や通院といった生活交通の確保が大きな課題となって
いた。

このような中、2017年３月に「羽須美地域の交通
を考える会」が立ち上がり、2018年７月には、同会
に参加していた地域住民により「NPO法人はすみ振
興会（デマンド交通事業部門）」を設立、2019年４月
に自家用有償旅客運送「はすみデマンド」が導入され
た。2020年４月には、廃止された三江線代替交通が
運行していた区間も運行可能となり、羽須美エリア全
域に、予約制のドアツードアの交通サービスが整備さ
れた。

注 1　ొ࿥ӡసख͸ɺࠃ౔ަ௨লͷӡసऀೝఆߨशʮަ௨ۭന஍༗ঈӡૹӡసऀߨशʯΛड͚ɺࣗՈ༻ंΛ࢖いࣗ
୐ΛؚΉӋਢඒ஍Ҭ಺Λૹܴ͢Δɻ

デマンド交通の導入により、自宅への送迎が可能と
なったことから、高齢者の移動の負担が大幅に軽減し
た注1。2019年の年間運行回数は約1,800回で、令和
２年度の年間運行回数は約2,800回であった。利用者
の８割以上が通院目的で利用しており、利用者からは、
羽須美地域以外の医療機関にも通院したいという要望
が挙がっている。

今後は、住民が地域外へも移動できるよう、バスター
ミナルを備えた交通拠点を整備することとしている。
また、はすみデマンドを活用した貨客混載を実施でき
るような仕組みを構築することにより、移動が難しく、
日常の買い物に不便を感じている高齢者を支えること
が期待されている。

ʻ͸͢ΈσϚϯυར༻ͷ༷ࢠʼ

資料）特定非営利活動法人はすみ振興会
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（移住・定住の促進）
人口減少が進む地域においては、関係人口の創出・拡大とともに、移住・定住を促進する取組みも

重要である。例えば、テレワークを活用した柔軟な働き方を推進するコワーキングスペースや、移住
者同士や地域住民との交流を促す交流施設の整備等、移住者が暮らしやすい環境づくりを進めること
により、移住・定住の促進が期待される。

自治体によっては、お試し居住施設の整備をはじめ、子育て世帯や若者夫婦世帯に対する住宅取得
支援、家賃・改修費の支援等、円滑な住まいの確保を支援することにより、地域の将来を担う若者の
移住・定住の促進を図る取組みもみられる。

ίϥϜ
移住・定住促進（ࣣϲ॓ொ）

Column
宮城県七

しちかしゅくまち

ヶ宿町は、宮城県の最南西部に位置している。
総面積263.1km2のうち約90％を山林が占めており、
1960年に5,177人だった人口は、2024年には1,241
人まで減少している。さらに、高齢者人口割合は全国及
び宮城県と比較して高い数値（2020年に46.2％）となっ
ており、高齢化が著しい地域である。近年は、集落を維
持していくための担い手確保が大きな課題となっている。

そうした中、同町では、移住・定住を促進する取組み
として「七ヶ宿町地域担い手づくり支援住宅」、「お試し
住宅事業」等、若者世帯向けを中心とした多様な移住・
定住策を推進しているほか、町の魅力をアピールし、住
宅や生活環境の相談に積極的に応じる取組みによって、
移住希望者とのマッチングに力を注いでいる。

中でも2015年から始まった「七ヶ宿町地域担い手づ
くり支援住宅」は、先進的な取組みであり、新築戸建て
住宅に20年以上住めば、無償でその住宅及び土地が譲
渡される。対象はおおむね40歳未満の夫婦で、中学生
以下の子どもがいる世帯としており、戸建て住宅が月々
家賃３万９千円で提供される。また、住宅には20年以
上居住することが条件となっている。また、設計段階か
ら打合せに参加ができ自由に間取りを決めることができ
る（3～4LDK程度）。

ほかにも同町では、町内２か所にお試し住宅を用意（最
長30泊）しており、移住前に七ヶ宿町での暮らしを体
験できる。また、新築やリフォームにかかる費用を最大
300万円で補助する制度、賃貸住宅の家賃を最大２万円
助成する制度等を実施している。

注 ԉۚと͠てୈࢧҭてԠԉࢠ　1 ࢠ1 30ສԁɺୈ̎ࢠ 50ສԁɺୈ̏ࢠҎ߱ 70ສԁͷڅࢧや̏ࡀまͰͷ͓ࢴΉͭඅ
ॿ੒౳

こうした、子育て世代や若者の移住・定住を目指した
様々な取組みにより、同町では子育て世帯の移住が増加
しており、1985年度から1990年度の５年間で約7.4％
上昇していた同町の高齢化率は、2015年度から2020
年度の５年間では、１％以下まで上昇が緩和されている。

今後、同町は、手厚い子育て支援施策注1を引き続き推
進することにより、町内で安心して子どもを産み育てら
れる環境を充実させることに取り組んでいく。また、核
家族が増えてきている子育て世代の孤立化を防ぐため、
産後ママたちの交流会や子育て支援センターの活動を活
発化させていくこととしている。さらには、移住者同士
や移住者と地元住民との交流の場となる住民交流会事業
を企画することにより、子育て世代や若者の移住・定住
につながることが期待されている。

ʻ஍Ҭ୲いखͮくりࢧԉॅ୐ͷྫʼ

資料）七ヶ宿町
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また、人口減少が進む地域では、地域づくりへの多様な主体の参加と連携の拡大が重要であり、自
治体のみならず、企業や大学、NPO 等の様々な主体の参加が必要である。

諸外国の中では、米国のように、人口減少が進む地域において、NPOが主体となり、若者向けの
人材育成プログラムを通じた若者の定住化促進を図る動きがみられる。

ίϥϜ
フェローシップ・プログラムによる移住・定住の促進（ถࠃɾστϩΠτࢢ）

Column
ミシガン州のデトロイトは、世界の自動車産業の中

心地として栄えたアメリカの都市である。1970年代
以降、生産拠点の移転や外国自動車の輸入により、市
の発展を支えてきた自動車産業が低迷し、デトロイト
は、雇用の喪失とともに人口減少に見舞われ、1970
年代に約150万人もあった人口も2010年には約70
万人まで減少していた。

才能のある若者の流出に対応すべく、非営利団体
チャレンジ・デトロイトは、全国からデトロイトに若
者を呼び込み、人材育成を通じて定住を促すフェロー
シップ・プログラムを2012年より開始している。

プログラムの募集は、毎年30人程度、デトロイト
を含む全国の学士号以上を取得した若者を対象に行っ
ている。参加者は、プログラム期間の１年間、デトロ
イト又はデトロイト都市圏に居住しながら、毎週月曜
日から木曜日は、市内の大企業や中小企業等の受入企
業での勤務を通じて、キャリアアップを図ることがで

きる。毎週金曜日は、市内の非営利団体が直面してい
る課題を同団体と協力しながら解決するプロジェクト
に取り組むことにより、実践を学びながら地域貢献を
果たす機会を得ることができる。

プロジェクトに関わる非営利団体は毎年変わり、
2023年度のプロジェクトの一つでは、求人や職業訓
練に関する情報を提供する団体Detroit at Work（デ
トロイト・アット・ワーク）のサービス向上をテーマに、
参加者たちは、キャリアポータルサイトの再設計に向
けた戦略づくり、求人や職業訓練に対する市民の認知
度を高めるためのコミュニケーションガイドの作成等
に取り組んだ。

チャレンジ・デトロイトは、設立以来、350人以上
のプログラム修了生を輩出している。2023年度のプ
ログラム修了生の約８割は、デトロイト市外に在住し
ていた若者であり、プログラム終了後も約８割のプロ
グラム修了生がデトロイトにとどまっている。

ʻϓϩδΣΫτʹऔり૊ΉࢀՃऀʼ ʻνϟϨϯδɾστϩΠτͷ׆ಈ࣮੷ʼ

資料）Challenge Detroit

（地域の活性化を支援する交通体系の整備）
地域活性化に資する交通体系の整備により、地域が有する観光資源やその魅力を活かした経済活動

の活性化が期待される。
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ίϥϜ
ホーバークラフトの導入による観光振興を通じた地域活性化（େ෼ݝ）

Column
大分県は、アジアへの玄関口である九州の北東部に位

置しており、県内全域に広がる温泉は日本一の湧出量と
源泉数を誇るなど、多くの観光資源を有している。同県
北部にある大分空港は、旅行客等の空の玄関口として、
コロナ期間を除き、利用者数が年々増加し、2018年に
は200万人を突破、今後もLCC注1の発着便シェアの拡大
により、更なる利用者増加が見込まれている。

同県では、航空需要増を県内経済に確実に取り込み、
観光振興等を通じた地方創生の加速化を進める一方で、
公共交通注2による中心市街地へのアクセス時間が約65
分と、国内の空港の中でアクセス時間が最も長いという
課題があった。

同県は、そうした課題を解決するため、定期運航に供
されるものとしては日本で唯一となる、ホーバークラフ
ト注3を活用した空港と西大分の間を結ぶ航路を整備する
こととした。ホーバークラフトによる海上アクセスは、
鉄道等の陸上交通と比べ、事業費が安く、導入期間が短
く済み、また、空港から中心市街地への経路を直線で結
ぶことで、従来の別府湾の迂回が必要な陸路による移動
手段（高速バス等）に比べ、大幅な時間短縮効果が期待
されている。

ホーバークラフト１隻当たりの収容人数は約80名、
車いすの利用を考慮し、船内に車いすスペースを２か所、
優先座席を８席備えており、段差の解消や、乗降用のス
ロープを備えたバリアフリー対応となっている。さらに、
プロペラを使用するホーバークラフト特有の騒音問題に

注 1　-PX�$PTU�$BSSJFSɿۭ֨҆ߤձࣾ
注 2　େ෼ݝͷ৔߹͸ߴ଎όε
注 3　ϗʔόʔΫϥϑτと͸ɺધମ্෦͔ΒٵいࠐΜだେྔͷۭؾΛԼ෦΁੎いΑく෾ग़͠ଓ͚ɺધମΛ஦ʹු͔ͤͨ

ままͷঢ়ଶͰɺඈػߦͷΑうʹϓϩϖϥΛಈྗと͠て஍໘やਫͷ্Λ૸͢ߦΔɺਫ཮྆༻ͷ৐り෺ͰあΔɻӳࠃ
੡Ͱɺ঎඼໊͸ϗόʔΫϥϑτͰあΔ͕ɺେ෼ݝͰ͸Ҏલ͔ΒϗʔόʔΫϥϑτとݺ͹ΕていΔɻ

対しては、船体後方のプロペラを大型化し、回転速度を
抑えることにより、大幅に騒音を低減することが可能と
なった。同県は、2024年秋頃までのホーバークラフト
の就航を目指しており、年間利用者は45万人程度を見
込んでいる。

ホーバークラフトを導入することで、空港から中心市
街地へのアクセス時間が現行の約65分から約30分へ大
幅に削減されるとともに、移動の利便性向上による県外
空港から大分空港への利用転換や、世界的に希少性の高
いホーバークラフトを目的とした同県への観光客数の増
加等により、運航開始してからの約20年間において、
同県は、県内で約614億円の経済波及効果を見込んでい
る。また、西大分の旅客ターミナル「ＨＯＶ．ＯＴＡ」

（ホボッタ）は、大分の魅力で来訪者を迎え入れること
をコンセプトとして、同県の原風景である杉林をイメー
ジしてデザインされた空間が来訪者を出迎える。施設内
のテナントにて飲食や県内特産品の購入ができることに
加え、屋外では、展望デッキから別府湾を一望すること
ができるなど、同県における観光の魅力を高める新たな
ランドマークとしての役割も期待されている。

同県は、今後は大分市との連携の下、従来の公共交通
（バス・タクシー）の活性化を図り、同市内の別府湾沿
岸部における各観光拠点への回遊性を高めるなど、観光
振興を通じた地方創生の更なる加速化に向けた取組みを
目指していくこととしている。

ʻધମʼ ʻϗʔόʔλʔϛφϧʮ̝̤̫ɽ̤̩̖ʯ（ϗϘολ）ʼ

資料）大分県
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（高齢者が健康で安心して暮らせるまちづくりの推進）
高齢化が進行する地域においては、サービス付き高齢者向け住宅をはじめ、医療・福祉・介護・健

康、コミュニティ等のサービス拠点施設の整備を進めることにより、高齢者が健康で安心できる暮ら
しにつながることが期待される。

諸外国では、これらのサービス拠点を集約した高齢者複合施設を整備することにより、高齢者の健
康と社会的交流を促す暮らしを推進する動きがみられる。

ίϥϜ
健康と社会的交流を促す高齢者複合施設（γϯΨϙʔϧ）

Column
シンガポールでは、高齢化が急速に進んでおり、

2010年には約10人に1人であった65歳以上の高齢
者が、2020年には約6人に1人、2030年には約4人
に1人になると予測されている。

シンガポール政府は、2015年、活動的で健康的な高
齢社会の実現を目指す「高齢化を成功裏に迎えるため
の行動計画（Action Plan for Successful Ageing）」を
策定した。

これを背景に、住宅開発庁主導の下、複数の政府機
関により、住まいや買い物、食事、医療、コミュニ
ティ施設が１か所で完結する一体型の高齢者複合施設

「カンポン・アドミラリティ」を建設した。同施設は、
ユニバーサルデザインを採用した高齢者向け公営住宅
104世帯に加え、医療施設、高齢者向け施設が完備さ
れている。

地上１階の施設利用者で賑わうコミュニティプラザ
では、地域の芸術や文化活動等のイベントが定期的に
開催されており、高齢者がほかの住民と交流する場が
提供されている。

施設内に併設されているアクティブ・エイジング・
センターは、高齢者が交友関係を広げたり、プログラ

ムに参加したり、ケアサービスの情報や紹介を受けた
りするための窓口となっている。また、デイケア、認
知症デイケア、虚弱高齢者向け通所リハビリテーショ
ン・サービス等の様々なサービスを提供している。

また、世代間交流を促すため、保育所が併設されて
おり、高齢者は、子どもへの読み聞かせや工作等のボ
ランティア活動への参加を通じ、子どもたちと交流を
深めることができる。

2023年には「高齢化を成功裏に迎えるための行動
計画」が改定された。これに続き、生活環境を改善す
ることでアクティブ・エイジングを推進し、介護を必
要とする高齢者への支援を強化するための国家プログ
ラムである「Age Well SG」が始動した。これらの
一環として、シンガポール政府は、地域社会で高齢化
を支えるインフラ強化に取り組んでいる。

シンガポール政府としては、このような「カンポン・
アドミラリティ」をモデルとした一体型の高齢者複
合施設の建設を更に進めていくことを目指しており、
2027年には同国西部のチョア・チュー・カン町の公
営住宅の敷地内にも建設が予定されている。

ʻऀྸߴෳ߹ࢪઃʮΧϯϙϯɾΞυϛϥϦςΟʯʼ ʻऀྸߴʹΑΔϘϥϯςΟΞ׆ಈΛ௨ͨ͡ੈ୅ؒަྲྀʼ

資料）Housing & Development Board、NTUC Enterprise
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（デジタル技術の活用による地域防災力の向上）
自然災害が激甚化・頻発化する中、災害時にドローン・センサ等を活用した情報収集を行うなど、

デジタル技術を活用した防災・減災対策の推進は、地域防災力の向上につながることが期待される。
土砂災害等で道路が寸断され、孤立集落が発生するおそれのある地域では、ドローンを活用した被

災状況の早期把握、物資配送の円滑化に取り組む動きがみられる。

ίϥϜ
ドローンによる災害時対応（େ෼ݝ）

Column
大分県は、県土の約７割が森林であり、山地が多い地

形が特徴である。九州北部地方は、梅雨期にかけて降水
量が全国で最も多い地域のひとつであり、台風通過に伴
う大雨の影響を受けやすい地域である。このような地勢
的特徴から、同県の土砂災害警戒区域の数は、全国で６
番目に多く、山崩れや地すべり等、山地に起因する災害
が、毎年のように起こっている。災害によって道路が寸
断され、外部からのアクセスが途絶し、孤立集落が発生
した際の救援作業は、徒歩で行われてきたが、時間がか
かることが課題となっていた。

このような中、同県は「大分県版第４次産業革命
“OITA4.0”」注1の推進の一環として、ドローンを含む先
端技術の開発や地域での活用を進めてきた。同県は、
2017年度にドローン産業の振興を目的として「大分県
ドローン協議会」を立ち上げ、産学官の連携により、研
究開発、人材育成、補助事業に取り組むとともに、災害
時の調査や救援物資配送を含む地域課題の解決に向けた
ドローン物流事業の実証実験に取り組んできた。さらに、
同県と同協議会は、2023年３月にドローンを活用した
被災状況の調査を実施する協定注2を締結した。これによ
り、早期に被害状況の全容把握が可能となるとともに、
災害対応の高度化や救援活動の迅速化につながる仕組み

注 1　�େ෼ݝ൛ୈֵ໋̐ۀ࢈࣍ l0*5"4.0z と͸ɺʮઌ୺ٕज़Λ׆༻͢Δୈֵ໋̐ۀ࢈࣍ͷྲྀΕΛେ෼ݝʹもऔりࠐΜͰ
いく͜とʹΑりɺઌ୺ٕज़Λ׆༻ͨ͠৽͠い੡඼やαʔϏεΛ਺ଟくੜΈग़͠ɺݝ಺ۀ࢈ͷৼڵΛਤΔとともʹɺ
ຊݝͷ੡଄ۀやαʔϏεۀなͲۀ࢈ͷߏ଄స׵ΛਐΊ༷ʑな஍Ҭ՝୊ͷղܾΛ໨͢ࢦऔ૊ʯ（େ෼ݝ௕ظ૯߹ܭ
ըʮ҆৺ɾྗ׆ɾൃలϓϥϯ 2015（2020վగ൛）ʯɿ182）ɻ

注 2　�ʮ࣌֐ࡂʹ͓͚ΔυϩʔϯʹΑΔٸۓඃࡂঢ়گௐࠪʹؔ͢Δڠఆʯ

を構築した。
こうした動きの中、2023年６月に九州地方を襲った豪

雨によって、由布市湯布院町の山間において孤立世帯が
発生した。その際、協定に基づくドローンによる緊急被
災状況調査を行うとともに、県内事業者と連携の上、発
災直後の救援物資輸送を行った。救援物資輸送に使用し
た機体は、物資運搬に特化したモデルとなっている。また、
機体の前方と下方にはカメラが搭載されており、送信機
画面で確認しながら、目視外飛行を行うことができる。

こうした災害時のドローン活用により、土砂災害で陸
路が遮断され、雨で防災ヘリが出動できない状況におい
ても、被害状況の早期把握及びその後の災害対策につな
がり、救援活動の早期化や救援者の作業軽減が可能と判
明した。具体的には、2023年６月の災害時では、孤立
世帯までの道路や橋が、土砂等の影響で通行できず、迂
回を要するため、徒歩では２時間かかるところ、ドロー
ンでは３分で救援物資の配送を行っている。また、孤立
世帯に無線電話等を届けることで、被災者との通信連絡
手段の確保につながった。

今後も、同県は、地域課題解決に向けたドローンを活
用した取組みを継続的に行っていくこととしている。

ʻυϩʔϯʹΑΔٹ࣌֐ࡂԉ෺ࢿ഑ૹͷ༷ࢠʼ

　　

資料）大分県
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今後の社会課題解決への期待
（担い手不足の解消に向けた取組みの現状）

担い手不足の解消に向けた民間の取組みに関する調査では、「採用活動の強化（非正規社員含む）」
といった労働力の確保に取り組んでいる割合が高い。一方で、「事業のスリム化、ムダの排除、外注
の活用」、「女性・高齢者・外国人材など多様な人材の活躍推進」、「デジタル・機械・ロボットの活
用」といった省人化・省力化や多様な人材の活躍推進等に取り組んでいる割合は低く、今後、更なる
取組みの余地がうかがえる。

çਤදᶗ�1�2�4ç　ਓखෆ଍΁ͷରԠํ๏

（%）
2.9

10.7

14.3

18.9

26.6

34.6

37.3

39.1

81.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
ͦͷଞ

ա৒඼࣭ɾա৒αʔϏεͷݟ௚͠

ଟ༷Ͱॊೈなಇ͖ํͷಋೖ（ςϨϫʔΫɺ෭ۀɾ݉ۀなͲ）

࿑ಇؒ࣌ɾؒ࣌ۀ࢒ͷ૿Ճ

σδλϧɾػցɾϩϘοτͷ׆༻

һͷೳྗ։ൃۀै

ঁੑɾऀྸߴɾ֎ࠃਓࡐなͲଟ༷なਓࡐͷ׆༂ਪਐ

༺׆ͷεϦϜԽɺϜμͷഉআɺ֎஫ͷۀࣄ


һؚΉࣾنԽ（ඇਖ਼ڧಈͷ׆༺࠾

（注）n=1,961 社の複数回答
資料）日本商工会議所・東京商工会議所「中小企業の人手不足、賃金・最低賃金に関する調査」 （2024 年２月）

（生産年齢人口の減少に対する意識の動向）
省人化・省力化に向けた取組みが求められる中、国土交通省「国民意識調査」において、産業の担

い手不足の解消に必要な技術についてたずねたところ、「ロボット技術」と答えた人が５割を超えて
おり、必要性が高い技術であることがうかがえる。また、「AI（人工知能）」、「遠隔監視や自動制御
が可能なシステム」、「自動運転・運航」、「ドローン」と答えた人も一定数おり、これらの技術を用い
た担い手不足の解消に資する取組みへの期待がうかがえる。
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（注）回答者総数 4,320 人。回答者は該当する選択肢をすべて回答し、グラフは選択した回答者数の比率を示している。
資料）国土交通省「国民意識調査」
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（子ども・子育てに対する意識の動向）
国土交通省「国民意識調査」において、女性が子どもを産み育てたいと思えるようになるために必

要と考えられることについてたずねたところ、全体の８割以上の人が「幼稚園や保育園等の児童施設
や学童保育といった子どもの預け先」、「フレックス・短時間勤務等の出産・育児に合った柔軟な働き
方」、「夫の家事・育児への協力」、「出産・育児に伴う休暇・休業の取得」について、そう思う（とて
もそう思う、ややそう思う）と答えており、子育てしやすい就業環境の整備や女性の育児負担を軽減
する取組みが必要であることがうかがえる。

çਤදᶗ�1�2�6ç　ࢠͲもɾࢠҭてʹର͢Δํ͑ߟ
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（注）回答者総数 4,320 人。グラフは選択した回答者数の比率を示している。
資料）国土交通省「国民意識調査」

また、子ども・子育てにやさしい社会の実現に向けた対策について男女別にたずねたところ、「多
様で柔軟な働き方の保障」が必要であると答えた女性は６割以上、男性は５割以上と、男女共に最も
多く、子育てにおいて就業環境の整備を重視していることがうかがえる。また、「多様で柔軟な働き
方の保障」、「夫の家事・育児関連時間の増加を促す各種施策」については、男性に比べて女性の方が
必要であると答えた人の割合が高く、男女間で意識の差があることがうかがえる。

共働き・共育てや、子どもや子育て世帯が安心・快適に日常生活を送ることができるような環境整
備を進める上で、女性に配慮した就業環境の整備や、男性の子育てを促す施策に対する期待が高いこ
とがうかがえる。
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（注）回答者総数 4,320 人（性ごとに 2,160 人の２層）。回答者は該当する選択肢をすべて回答し、グラフは選択した回答者数の比率を示している。
資料）国土交通省「国民意識調査」

（移動に対する意識の動向）
国土交通省「国民意識調査」において、公共交通を維持できなくなった場合の暮らしや移動に対す

る考え方についてたずねたところ、「自動運転等による省人化・省力化」と答えた人が最も多く、自
動運転等による公共交通の維持が求められていることがうかがえる。

ほかの項目について年代別・居住エリア別に見ると、「公共交通機関の充実した地域への移住」と
答えた10代～ 30代はどの居住エリアにおいても多く、公共交通の充実は若者の移住に影響するこ
とがうかがえる。

また、「公共交通機関の充実した地域への移住」と答えた70代はどの居住エリアにおいても少ない
一方で、ほかの年代と比べて首都圏と地方圏では「収支改善・サービス維持」、地方中枢都市圏と地
方圏では「住民同士の送迎による補完」と答えた人が多かった。住み慣れた地域にとどまり、居住エ
リアによって、利用料金の増額等による公共交通の維持や、住民同士の互助による移動手段の確保を
望む傾向にあることがうかがえる。
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（注）回答者総数 4,320 人（年齢層・地域圏ごとに 240 人の 18 層）。回答者は該当する選択肢をすべて回答し、グラフは選択した回答者数を示
している。

資料）国土交通省「国民意識調査」

（高齢社会、地域活力の維持に対する意識の動向）
人口減少や高齢化が進んでいる地方において、重要だと思う取組みについてたずねたところ、全体

の８割以上の人が「食料・日用品、医療等の生活サービスの維持」、「インフラの老朽化への対応」、
「防災・減災対策」、「地域公共交通ネットワークの再構築」と答えており、生活サービスの維持や、
安全・安心な生活を支える基盤の整備等の取組みへの期待が高いことがうかがえる。
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（注）回答者総数 4,320 人。グラフは選択した回答者数の比率を示している。
資料）国土交通省「国民意識調査」
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（国土交通分野の施策への期待）
少子高齢化・人口減少の進展によって直面する課題を解決し、持続可能で豊かな暮らしと社会を実

現していく必要がある中、国土交通省「国民意識調査」において、国土交通分野のこれからの施策に
期待することをたずねたところ、全体の約４割以上の人が「インフラの老朽化対策」、「防災・減災の
ためのインフラ整備」と答えており、生活基盤を支えるインフラに関する施策への期待が高いことが
うかがえる。また、「空き家対策、所有者不明土地対策」、「自動運転の普及」等に期待する人の割合
も高く、地域の持続性を支える施策も求められていることがうかがえる。
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（注）回答者総数 4,320 人。回答者は該当する選択肢をすべて回答し、グラフは選択した回答者数の比率を示している。
資料）国土交通省「国民意識調査」
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